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(57)【要約】
【課題】高気密高断熱性能を有した建物の個別の部屋の
断熱性能を向上させて、全体としてより冷暖房効率を高
めることができる建築物の局所断熱構造を提供する。
【解決手段】建物の一つの空間である部屋３６に対面す
る構成材料の裏面側に、部屋３６の開口部を除く各側面
全面を覆うように遮熱シート３２を備える。部屋３６の
各側面に、前記遮熱シート３２に対面して、各側面毎に
密閉された閉鎖静止空気層３９を備える。部屋３６は、
外壁下地材１６及び室内壁３８で囲まれている。外壁下
地材１６にはほぼ一面に断熱材１４が設けられ、外壁下
地材１６の室内側に、遮熱シート３２を有し、遮熱シー
ト３２の室内側に内壁板２０が位置する。室内壁３８の
裏側に、遮熱シート３２を備える。遮熱シート３２の室
外側及び室内側の少なくとも一方に、閉鎖静止空気層３
９が形成されている。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　建築物の内部空間の一部を構成するほぼ六面体の一つの空間を囲む壁と天井と床の構成
材料に、輻射熱の伝搬を遮蔽する遮熱シートを設け、
　前記遮熱シートは、前記一つの空間に対面する前記構成材料の裏面側に、前記一つの空
間の開口部を除く各側面全面を覆うように設けられ、
　前記遮熱シートと対面した前記一つの空間の前記各側面に、前記各側面毎に密閉された
閉鎖静止空気層が各々設けられ、
　前記壁は前記建築物の外側に位置した外壁下地材及び室内壁であり、
　前記外壁下地材にはほぼ一面に断熱材が設けられ、前記外壁下地材の室内側に、前記遮
熱シートが設けられ、この遮熱シートの室内側に室内の内壁板が位置し、前記遮熱シート
の室外側及び室内側の少なくとも一方に前記閉鎖静止空気層が設けられ、
　前記室内壁の壁内にも前記遮熱シートが設けられ、前記室内壁の前記遮熱シートの室外
側及び室内側の少なくとも一方に前記閉鎖静止空気層が設けられ、
　前記一つの空間が、前記遮熱シートと前記閉鎖静止空気層により囲まれていることを特
徴とする建築物の局所断熱構造。
【請求項２】
　前記天井と前記床に設けられた前記遮熱シートに、前記閉鎖静止空気層が対面して設け
られている請求項１記載の建築物の局所断熱構造。
【請求項３】
　前記室内壁の両側の壁面の裏側に、一対の前記遮熱シートが設けられ、前記一対の遮熱
シート間の空間が前記閉鎖静止空気層を形成している請求項１または２記載の建築物の局
所断熱構造。
【請求項４】
　前記室内壁の一部に形成された前記開口部に設けられた建具の内側に、前記遮熱シート
と前記閉鎖静止空気層が設けられている請求項３記載の建築物の局所断熱構造。
【請求項５】
　前記遮熱シートの両面側に前記閉鎖静止空気層が設けられている請求項１記載の建築物
の局所断熱構造。
【請求項６】
　前記建築物の屋根の内側に前記遮熱シートが設けられている請求項１乃至４のいずれか
記載の建築物の局所断熱構造。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　この発明は、木造軸組工法や枠組壁工法等による建築物内部を、個別空間的に断熱する
建築物の局所断熱構造に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、建設される家屋は高気密高断熱性を備えたものが増加している。このような家屋
は、断熱性を確保するために外気に接する壁、床、屋根等に板状断熱材や発泡樹脂、グラ
スウール等が取り付けられている。例えば図１０に示す木造軸組工法による家屋１０は、
布基礎１１に土台１２が設けられ、土台１１の上に図示しない支柱が設けられるとともに
、梁１３と桁１５が１階及び２階部分に各々縦横に架設されている。梁１３や桁１５及び
柱等の軸組材の内側には、室内側の壁下地材である内壁板２０が取り付けられ、図示しな
い壁紙等が貼られて仕上げられる。柱や梁１３の室外側には、断熱材１４が設けられた構
造用合板の外壁下地材１６が貼り付けられ、外壁下地材１６の外側に胴縁を介して外壁材
１８が貼り付けられ通気可能に形成されている。
【０００３】
　さらに、室内の１階部分の床２２には、大引き２１間に断熱材１７が設けられ、床下空
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間との断熱が図られ、大引き２１上には根太２３を介して床下地材２４が敷設されている
。構造用合板の床下地材２４上には、畳２５やその他の床仕上げ材が設けられている。１
階の室内の天井部分には、天井材２６が設けられている。
【０００４】
　２階部分の床２２は、１階の梁１３と桁１５上に配置された根太２３に床下地材２４が
敷設され、その上に床仕上げ材２８が設けられている。また、２階の室内の天井部分には
、天井材２６が設けられ、その外側に断熱材２７が一面に設けられ、天井裏との断熱を図
っている。２階部分の屋根３１には、垂木２９が架設され、その上に構造用合板の屋根下
地材１９が設けられている。
【０００５】
　このような高気密高断熱性能の家屋は、断熱性を確保するために家屋内外の気密性が高
いことから、各部屋及び屋内外の換気が必要であり、特許文献１に開示されているように
、家屋の各部屋間を貫通した通気口等の通気手段を設けて、各部屋の換気を行うとともに
、屋根や壁面に設けられた換気装置を利用して室内外の換気を行う構造を備えている。
【０００６】
　その他、家屋の居室間にまたがる通気ダクトを不要にして全館空調を行い、効率的な冷
暖房を行う建築物として、特許文献２に開示されているような構造も提案されている。こ
の建築物は、隣接する部屋の冷暖房をその部屋間の仕切り部の熱伝導手段により行うもの
で、ここでの熱伝導手段としては、特許文献２の実施例に、ファン装置やアルミや銅等の
熱伝導性の高い材料が挙げられている。これにより、全館空調用の空気ダクトを設けなく
ても、隣接する部屋の冷暖房を行うことができるように構成している。
【０００７】
　また、特許文献３に開示されているように、建物内の複数の部屋や通路の全体を遮熱シ
ートにより囲み、天井裏の断熱材と遮熱シートの間に静止空気層を設け、室内下地材と仕
上げ材の間にも遮熱シートを設けて静止空気層を形成した建築物が提案されている。同様
に特許文献４には、建築物の外壁の内側に、輻射熱を反射するアルミホイル等と、静止空
気層を形成して、建築物内外の遮熱断熱を図った構造が提案されている。
【０００８】
　特許文献５には、建物の各部屋を防湿・熱反射シートで覆い、その外側に外気に通じる
通気路を部屋の周囲に形成して、建物内の部屋の個別的な断熱構造を有した建築物も提案
されている。さらに、特許文献６に開示されているように、間仕切り壁や構造用パネル、
ドア等に使用する遮熱パネルであって、遮熱材が設けられているとともに通気路や通気口
が形成されたものもある。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００９】
【特許文献１】特開平１０－２３７９７０号公報
【特許文献２】特開２００９－１２７９６５号公報
【特許文献３】実用新案登録第３１８９５３２号公報
【特許文献４】特開２００７－２３９４２９号公報
【特許文献５】特開２００６－２４９７６９号公報
【特許文献６】実開昭６２－１３５７０８号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１０】
　特許文献１や図１０に示すような従来の高気密高断熱住宅は、家屋全体の外側部分の壁
内に断熱構造を有して、屋外との断熱を図っているが、屋内の複数の部屋毎は、単に室内
壁または扉や襖等で仕切られているだけで、各部屋間の遮熱断熱性能はないものであった
。したがって、家屋全体で冷暖房を常時行う必要があり、個別の部屋の冷暖房のみで良い
場合も、多くのエネルギーを消費して全館冷暖房を行っていた。また、このような高気密
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高断熱住宅でエアコン等により各部屋事に個別冷暖房を行う場合でも、隣接する部屋との
間で熱の移動が多く、冷暖房効率を低下させるものであった。
【００１１】
　また、特許文献２に開示された家屋の構造の場合、隣接する部屋どうしの熱の移動を容
易にして複数の部屋の冷暖房を行うもので、各部屋間の熱伝導が良いために、一部の部屋
のみの暖冷房を行いたい場合も熱が隣の部屋に伝わり、冷暖房効率がかえって悪くなるも
のである。
【００１２】
　さらに、特許文献３，４に開示されたような遮熱シートを建物の外壁と内壁との間に設
けたものも、遮熱シートが面した空間が、建物内の隣接する複数の部屋同士及び上下階で
連通しており、静止空気の閉鎖空間を形成しても、連通した大きな空間内での対流と熱の
輻射により熱交換が行われ、遮熱断熱性能が低下してしまうものであった。従って、上記
の場合と同様に、一部の部屋のみの冷暖房を行いたい場合でも、熱が隣や上層の部屋に伝
わり、冷暖房効率が悪くなるものであり、各部屋での個別冷暖房の熱効率については、考
慮されていないものである。
【００１３】
　また、特許文献５に開示された遮熱シートを設けた構造の場合、遮熱シートの外側に通
気路が形成され、外気が通過するため、遮熱シートの外側空間及び遮熱シート表面が外気
温に近くなり、断熱性能が著しく低下するものである。従って、例えば暖房の場合も、遮
熱シートの室外側の温度が外気温近くに低下し、遮熱シートや壁面を熱が伝導して、室内
側の壁面温度が低くなり、遮熱シートと室内壁との間の断熱性能は著しく低くなるもので
あり、壁面温度が低いことにより室温が低下し、壁面から室内側への輻射熱も少ないこと
から室内での体感温度も低下する。しかも、通気路と室内壁との温度差により、結露の原
因にもなる。同様に特許文献６に開示された遮熱パネルも、パネル内に通気路と通気口が
設けられ、遮熱断熱性能が著しく損なわれているものであり、上記と同様の欠点がある。
【００１４】
　この発明は、上記従来の技術の問題点に鑑みてなされたものであり、高気密高断熱性能
を有した建築物において、個別の部屋の熱の移動を抑え、遮熱断熱性能を向上させて、全
体としてより冷暖房効率を高めることができる建築物の局所断熱構造を提供することを目
的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１５】
　この発明は、建築物の内部空間の一部を構成するほぼ６面六面体の一つの空間を囲む壁
と天井と床の構成材料に、輻射熱の伝搬を遮蔽する遮熱シートを設け、前記遮熱シートは
、前記一つの空間に対面する前記構成材料の裏面側に、前記一つの空間の開口部を除く各
側面全面を覆うように設けられ、前記遮熱シートと対面した前記一つの空間の前記各側面
に、前記各側面毎に密閉された閉鎖静止空気層が各々設けられ、前記壁は前記建築物の外
側に位置した外壁下地材及び室内壁であり、前記外壁下地材にはほぼ一面に断熱材が設け
られ、前記外壁下地材の室内側に、前記遮熱シートが設けられ、この遮熱シートの室内側
に室内の内壁板が位置し、前記遮熱シートの室外側及び室内側の少なくとも一方に前記閉
鎖静止空気層が設けられ、前記室内壁の壁内にも前記遮熱シートが設けられ、前記室内壁
の前記遮熱シートの室外側及び室内側の少なくとも一方に前記閉鎖静止空気層が設けられ
、前記一つの空間が、前記遮熱シートと前記閉鎖静止空気層により囲まれている建築物の
局所断熱構造である。
【００１６】
　前記天井と前記床に設けられた前記遮熱シートに、前記閉鎖静止空気層が対面して設け
られているものである。前記室内壁の両側の壁面の裏側に、一対の前記遮熱シートが設け
られ、前記一対の遮熱シート間の空間が前記閉鎖静止空気層を形成している。
【００１７】
　また、前記室内壁の一部に形成された前記開口部に設けられた建具の内側に、前記遮熱
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シートと前記閉鎖静止空気層が設けられている。
【００１８】
　前記遮熱シートは。その両面側に、前記閉鎖静止空気層が設けられていることが好まし
い。さらに、前記建築物の屋根の内側に前記遮熱シートが設けられていると良いものであ
る。
【発明の効果】
【００１９】
　この発明の建築物の局所断熱構造は、高気密高断熱住宅等において、簡単な構造で、屋
外及び個別の部屋間の赤外線や熱伝導による熱の移動を抑えて断熱効果を向上させ、建築
物全体としてさらに冷暖房効率を高めることすることができるものである。特に、遮熱シ
ートと閉鎖静止空気層により、室内外の熱の移動及び伝搬を遮蔽し、壁面の温度差を抑え
て冷暖房効果を高めるとともに、壁面温度の差に起因した輻射熱による冷暖房効果の低下
も抑えることも可能となる。これにより、快適な空調環境を得ることができるとともに、
建築物の冷暖房費用を大幅に抑えることができ、エネルギーコストの削減にも貢献し、ひ
いては化石燃料の消費を抑えて地球環境の悪化を抑えることにも寄与するものである。
【図面の簡単な説明】
【００２０】
【図１】この発明の第一実施形態の建築物である木造軸組工法による家屋の局所断熱構造
を示す部分縦断面図である。
【図２】この発明の第一実施形態の遮熱シートの例を示す概略分解斜視図である。
【図３】この発明の第一実施形態の家屋内の局所断熱構造を示す部分縦断面図である。
【図４】この発明の第一実施形態の局所断熱構造を設けた家屋内の１階部分の室内の平面
図である。
【図５】この発明の第二実施形態の家屋内の建具の局所断熱構造を示す部分縦断面図であ
る。
【図６】この発明の第三実施形態の局所断熱構造を設けた屋根を示す部分縦断面図である
。
【図７】この発明の第三実施形態の局所断熱構造を設けた他の構造の屋根を示す部分縦断
面図である。
【図８】この発明の第四実施形態の建築物である枠組壁工法による家屋の局所断熱構造を
示す部分縦断面図である。
【図９】この発明の第四実施形態の家屋内の局所断熱構造を示す部分縦断面図である。
【図１０】従来の断熱構造を備えた木造軸組工法による家屋を示す部分縦断面図である。
【発明を実施するための形態】
【００２１】
　以下、この発明の実施形態について図面に基づいて説明する。図１～図４は、この発明
の第一実施形態を示すもので、この実施形態の建築物は、木造軸組工法による家屋３０で
あって、布基礎１１に土台１２が設けられ、土台１１の上に図示しない支柱が立設されて
いるとともに、梁１３と桁１５が１階及び２階部分に各々縦横に架設されている。梁１３
や桁１５及び柱等の軸組材の内側には、室内側の壁下地材である内壁板２０が取り付けら
れ、図示しない壁紙等が貼られて仕上げられる。柱や梁１３の室外側には、断熱材１４が
設けられた構造用合板の外壁下地材１６が貼り付けられ、外壁下地材１６の外側に胴縁を
介して外壁材１８が貼り付けられ、外壁材１８の裏面で通気可能に形成されている。
【００２２】
　さらに、室内の１階部分の床２２には、大引き２１間に断熱材１７が設けられ、床下空
間との断熱が図られ、大引き２１上には根太２３を介して床下地材２４が敷設されている
。構造用合板の床下地材２４上には、図１、図３に示す畳２５や床仕上げ材２８が設けら
れている。１階の室内の天井部分には、天井材２６が設けられている。
【００２３】
　２階部分の床２２は、１階の梁１３と桁１５上に配置された根太２３に床下地材２４が
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敷設され、その上に床仕上げ材２８が設けられている。２階の室内の天井部分には、天井
材２６が設けられ、その外側に断熱材２７が一面に設けられ、天井裏との断熱を図ってい
る。２階部分の屋根３１には、垂木２９が架設され、その上に構造用合板の屋根下地材１
９が設けられている。
【００２４】
　この実施形態の家屋３０は、図１、図３に示すように、土台１２の室内側の大引き２１
及び断熱材１７の表面には、遮熱シート３２が、床下一面に敷設されている。遮熱シート
３２は、例えば図２（ａ）に示すように、表裏にアルミニウム箔３４が設けられ、アルミ
ニウム箔３４の内側に一対のポリエチレン（ＰＥ）シート３５が配置され、ポリエチレン
シート３５間にポリエチレン繊維による布材３３が設けられたシート状の遮熱材である。
遮熱シート３２は、輻射熱である赤外線を遮蔽するもので、赤外線輻射による熱の移動及
び熱交換を抑えるもので、この発明では、輻射熱を遮断する意味で遮熱を用い、遮熱材も
広義の断熱材として説明する。この実施形態では、遮熱シート３２を複数の層構造とする
ことにより、輻射熱を遮るとともに熱伝導による熱の移動も抑えることができ、より高い
遮熱断熱性能を持たせることができる。その他、遮熱シート３２は、微細な透孔を有し透
湿性のあるシート材でもよく、透孔のないものでも良い。また、遮熱シート３２は、図２
（ｂ）に示す３層構造でも良く、この場合、表裏のアルミニウム箔３４とポリエチレンシ
ート３５から成る構造である。その他、アルミニウム箔３４とポリエチレンシート３５及
び布材３５の３層構造のシート材や、１層又は２層の構造でも良い。
【００２５】
　この実施形態の家屋３０には、図１、図３に示すように、床下に敷設された遮熱シート
３２から繋がって、又は端部から別の遮熱シート３２を追加する場合は、端部どうしを重
ね合わせて、外壁下地材１６の断熱材１４の内側であって内壁板２０の外側に、遮熱シー
ト３２が貼り付けられている。遮熱シート３２は、外壁下地材１６の内側全面に張り付け
られ、家屋３０を包むように設けられている。さらに、家屋３０の１階及び２階部分の各
々の天井材２６の裏面全面にも、遮熱シート３２が敷設されている。家屋３０のほぼ六面
体の一つの空間である各部屋３６間の室内壁３８の壁内側にも、図３に示すように、各々
の部屋３６の内壁板２０の裏面側に、遮熱シート３２が各々貼り付けられている。これに
より、家屋３０の各部屋３６内の六面体状の一空間が、遮熱シート３２により六方の各側
面が各々側面毎に覆われて囲まれた状態となる。特に、各部屋３６間の室内壁３８の両側
の面の内側に各々遮熱シート３２を設けることにより、より高い遮熱効果を得ることがで
き、各部屋３６間の断熱性能を高めることができる。
【００２６】
　さらに、この実施形態の家屋３０は、図１、図３に示すように、床下に敷設された遮熱
シート３２と床下地材２４の間の空間は、遮熱シート３２と床下地材２４とで囲まれた薄
い閉鎖空間の閉鎖静止空気層３９が形成されている。閉鎖静止空気層３９の四方の側縁部
は、遮熱シート３２を折り曲げて塞がれ、または図示しない軸組材や板材により閉鎖され
されている。さらに閉鎖静止空気層３９は、根太２３により、複数の空間に区切られてい
る。
【００２７】
　また、内壁板２０と遮熱シート３２及び、外壁下地材１６と遮熱シート３２の間の空間
が、閉鎖静止空気層３９として形成されている。この閉鎖静止空気層３９の四方の側縁部
は、土台１２、梁１３、床下地材２４、天井材２６、その他の軸組材や板材により閉鎖さ
れ、さらに胴縁４７により、複数の空間に区切られている。従って、この部分の遮熱シー
ト３２の両面側に閉鎖静止空気層３９が形成されている。また、天井材２６と遮熱シート
３２の間も、同様の閉鎖静止空気層３９が形成されている。
【００２８】
　この実施形態の家屋３０によれば、外壁材１８の内側に、断熱材１４が気密状態を保っ
て貼り付けられた高気密高断熱住宅において、簡単な構造で個別の部屋３６の遮熱断熱効
果も向上させることができる。特に、部屋３６の六面が遮熱シート３２と閉鎖静止空気層
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３９により各面単位で個別に覆われて囲まれ、部屋３６は、各部屋の一つの空間毎に遮熱
断熱状態に形成される。即ち、閉鎖静止空気層３９の空気層は外部との交流がなく、対流
も制限されるので、熱伝導率の低い空気による断熱層が形成され、遮熱シート３２により
輻射熱の移動も遮断され、効果的な遮熱断熱状態を形成している。さらに、部屋３６の四
方の壁面と、１階の天井面及び２階の床面の遮熱シート３２の両面に閉鎖静止空気層３９
が形成され、より高い遮熱断熱性能を発揮している。また、１階の床面と２階の天井面の
遮熱シート３２は、一方の側が閉鎖静止空気層３９であり他方の側は、断熱材１７，２７
が設けられているので、上記と同様に高い遮熱断熱性能を発揮している。これにより、実
際に使用している部屋３６のみを冷暖房した際に、遮熱シート３２と閉鎖静止空気層３９
により外部との熱伝導、対流、輻射熱による熱交換が遮断され、効率の良い冷暖房が可能
となる。
【００２９】
　例えば図４に示すように、リビングダイニングキッチンである部屋３６ａと隣の和室３
６ｂとの間において、互いに隣接する各部屋３６ａ，３６ｂに面した室内壁３８の裏側に
は、各部屋３６ａ，３６ｂの各々に面するように遮熱シート３２を設け、その間の空間に
は閉鎖静止空気層３９を形成し、さらに外壁１８の内側にも断熱材１４、遮熱シート３２
、閉鎖静止空気層３９を形成することにより、部屋３６の一つの空間単位で極めて高い遮
熱断熱性能を得ることが可能となる。これにより、例えば図４の各部屋３６ａ，３６ｂで
、個別に異なる時間帯で冷暖房を行っても、隣の部屋や隣接する廊下等への熱の移動を最
小限に抑えることができる。そして、家屋全体としての冷暖房効率も大幅に高めることが
でき、省エネルギーで快適な空調環境を得ることができる。
【００３０】
　次に、この発明の建築物の局所断熱構造の第二実施形態について、図５を基にして説明
する。この実施形態は、家屋３０内に設けられる建具４０内に遮熱シート３２を貼り付け
たものである。具体的には、図５（ａ）に示すように、室内の扉４２の両面の化粧板４３
の各裏面側に、遮熱シート３２を貼り付ける。また、図５（ｂ）に示すように、和室に設
けられる襖４４の襖紙４５の各裏面側に、遮熱シート３２を貼り付ける。そして、遮熱シ
ート３２間の空間が、閉鎖静止空気層３９となるように、四方の周囲を閉鎖する。これに
より、家屋３０内に設けられた開口部の建具４０も、遮熱断熱性能を有した構造にするこ
とができる。
【００３１】
　この構造により、家屋３０の各部屋３６の出入り部となる開口部の扉４２や襖４４の遮
熱断熱性能を大幅に向上させることができ、個別の部屋３６の冷暖房効果をさらに向上さ
せることができる。
【００３２】
　次に、この発明の建築物の局所断熱構造の第三実施形態について、図６、図７を基にし
て説明する。ここで、上記実施形態と同様の構成については、同一の符号を付して説明を
省略する。この実施形態は、家屋３０の屋根３１の内側に、遮熱シート３２を設けたもの
で、例えば、図６に示す屋根構造の場合、屋根３１の垂木２９の上に構造用合板の屋根下
地材１９が貼り付けられ、屋根下地材１９の表面にアスファルトルーフィング４６が貼り
付けられて防水性を持たせている。さらにその上に、遮熱シート３２を一面に貼り付けて
、遮熱構造とし、遮熱シート３２の表面に瓦４８が並べられている。また、屋根３１は、
軒先３１ａの裏面側の通気口４１から垂木２９間に通気路が形成され、屋根裏空間の換気
及び放熱が図られている。
【００３３】
　また図７に示す屋根構造の場合、屋根３１の垂木２９の上に構造用合板の屋根下地材１
９が貼り付けられ、屋根下地材１９の表面にアスファルトルーフィング４６が貼り付けら
れて防水性を持たせ、その上に瓦４８が並べられている。垂木２９の室内側には、遮熱シ
ート３２が一面に貼り付けられ、遮熱構造とし、遮熱シート３２の表面に、発泡ウレタン
等の断熱材３７が一面に設けられ、断熱構造としている。この構造の屋根３１も、軒先３
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１ａの裏面側の通気口４１から垂木２９間で通気路が形成され、屋根裏空間の放熱が図ら
れている。
【００３４】
　この実施形態の構造の屋根３１は、垂木２９間に通気性があり、換気及び放熱効果を得
ているとともに、遮熱シート３２により、瓦４８からの太陽光による輻射熱を遮断するこ
とができる。そして、家屋３０内の室内３６の冷暖房効果をより高めることができる。
【００３５】
　次に、この発明の建築物の局所断熱構造の第四実施形態について、図８、図９を基にし
て説明する。ここで、上記実施形態と同様の構成は同一の符号を付して説明を省略する。
この実施形態は、木造の枠組壁工法による家屋５０の側壁部を形成する壁パネル５２の室
外側に遮熱シート３２を貼り付け、壁パネル５２内を閉鎖静止空気層３９としたものであ
る。遮熱シート３２の外側には、胴縁を介して外壁材１８が貼り付けられる。壁パネル５
２には、断熱材３７が内側に設けられ、室内側の面が壁下地材の内壁板２０となり壁紙等
の仕上げ材が貼り付けられる。
【００３６】
　この家屋５０の１階の床２２の部分は、土台１２及び大引き２１の上面側に床パネル５
４が貼り付けられ、床パネル５４の表面に、床仕上げ材２８が貼り付けられている。床パ
ネル５４の裏面側には断熱材１７が設けられ、土台１２及び大引き２１と床パネル５４の
間に遮熱シート３２が一面に貼り付けられている。床パネル５４内は、閉鎖静止空気層３
９として形成されている。２階部分の床２２も、床パネル５６が設けられて、一階の壁パ
ネル５２とともに矩形の構造体により部屋３６の室内空間を形成している。床パネル５６
内は、閉鎖静止空気層３９として形成されている。床パネル５６の表面側には、壁パネル
５２がさらに立設され、２階部分の構造体を構成し、２階部分の部屋３６を形成している
。２階の壁パネル５２の上方には天井パネル５８が設けられ、家屋５０の２階部分の部屋
３７の室内空間を形成している。天井パネル５８には、上下面の内側である裏面に各々遮
熱シート３２が貼り付けられ、室内側の輻射熱を遮断するとともに屋根３１からの輻射熱
も遮断している。天井パネル５８内は、閉鎖静止空気層３９として形成されている。
【００３７】
　同様に、図９に示すように、パネル材の室内壁６０には、各室内３６に面した一対の内
壁板２０の内側である裏面に遮熱シート３２が設けられている。室内壁６０内は、閉鎖静
止空気層３９として形成されている。
【００３８】
　この実施形態の構造の家屋５０は、枠組壁工法による家屋５０においても、各下地材１
６，１９，２４や、内壁板２０の裏面側に、遮熱シート３２と閉鎖静止空気層３９を設け
ることにより、部屋３６の一つの空間単位で極めて高い遮熱断熱性能を得ることが可能と
なり、家屋５０内の局所的な部屋３６毎に、適宜の冷暖房を行うことができ、室内３６の
冷暖房効果をより高めることができる。
【００３９】
　なお、この発明は、上記実施の形態に限定されるものではなく、外壁下地材の室外側に
遮熱シートが設けられていてもよく、遮熱シートにより、建築物内の各部屋やその他の空
間を囲む局所的な断熱構造を形成するものであれば、その構造や用途は問わないものであ
る。
【実施例】
【００４０】
　次に、この発明の建築物の局所断熱構造の一実施例について、以下に説明する。標準的
な家屋で高気密高断熱住宅の場合、冷暖房に必要な平均消費エネルギーは、２００ｋＷ／
３．３ｍ２といわれている。従って、例えば４０×３．３ｍ２の家屋の場合、８０００ｋ
Ｗのエネルギーが消費される。これに対して、本願発明の遮熱シートを設けた家屋の場合
、消費エネルギーは、実験的に３５０ｋＷ／３．３ｍ２である。従って例えば、３室（３
×４×３．３ｍ２）のみを冷暖房したとすると、４２００ｋＷの消費エネルギーでよく、
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【００４１】
　次に、図４に示す家屋３０のリビングダイニングキッチンである部屋３６ａについて、
遮熱シート３２の有無での熱貫流率（Ｗ／ｍ２・Ｋ）の違いを計算した。部屋３６ａは、
２６．５ｍ２の広さで、図１、図３に示す構造で遮熱シート３２及び閉鎖静止空気層３９
を備えた場合と、備えない場合とで計算を行った。外壁材１８と内壁板２０との間の熱貫
流率は、遮熱シート３２がない場合０．５７Ｗ／ｍ２・Ｋであるのに対して、設けた場合
は０．４３Ｗ／ｍ２・Ｋであった。室内壁３８については、図３に示す構造で、遮熱シー
ト３２がない場合２．３８Ｗ／ｍ２・Ｋであるのに対して、設けた場合は０．５２Ｗ／ｍ
２・Ｋであった。天昇部分についても、遮熱シート３２がない場合０．１９Ｗ／ｍ２・Ｋ
であるのに対して、設けた場合は０．１６Ｗ／ｍ２・Ｋであった。床２２については、遮
熱シート３２がない場合２．４４Ｗ／ｍ２・Ｋであるのに対して、設けた場合は０．８３
Ｗ／ｍ２・Ｋであった。この結果、冬季の１ヶ月あたりの灯油代は、遮熱シート３２がな
い場合１９９７５円であったのに対して、設けた場合は１２３４５円に下げることができ
た。
【００４２】
　以上より、遮熱シート３２とそれによる閉鎖静止空気層３９を設けることにより、家屋
の部屋ごとの冷暖房を行う場合の熱効率を高めることができ、冷暖房費を抑えることがで
きる。
【符号の説明】
【００４３】
１０，３０，５０　家屋
１２　土台
１３　梁
１４，１７，２７，３７　断熱材
１５　桁
１６　外壁下地材
１８　外壁材
１９　屋根下地材
２０　内壁板
２１　大引き
２２　床
２３　根太
２４　床下地材
２６　天井材
２８　床仕上げ材
２９　垂木
３１　屋根
３２　遮熱シート
３４　アルミニウム箔
３６　部屋
３８，６０　室内壁
３９　閉鎖静止空気層
４０　建具
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【図１０】

【手続補正書】
【提出日】平成27年8月19日(2015.8.19)
【手続補正１】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１５
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００１５】
　この発明は、建築物の内部空間の一部を構成するほぼ６面六面体の一つの空間を囲む壁
と天井と床の構成材料に、輻射熱の伝搬を遮蔽する遮熱シートを設け、前記遮熱シートは
、前記一つの空間に対面する前記構成材料の裏面側に、前記一つの空間の開口部を除く各
側面全面を覆うように設けられ、前記遮熱シートと対面した前記一つの空間の前記各側面
に、前記各側面毎に密閉された閉鎖静止空気層が各々設けられた建築物の局所断熱構造で
ある。前記壁は前記建築物の外側に位置した外壁下地材、及び前記建築物の室内壁であり
、前記建築物の外壁と前記外壁下地材との間は胴縁を介して通気可能に形成され、前記外
壁下地材にはほぼ一面に断熱材が設けられ、前記断熱材の室内側に前記遮熱シートが設け
られ、この遮熱シートの室内側に室内の内壁板が位置し、前記断熱材の室内側であって、
前記遮熱シートの室外側及び室内側の少なくとも一方に前記閉鎖静止空気層が設けられ、
前記室内壁の壁内にも前記遮熱シートが設けられ、前記室内壁の前記遮熱シートの室外側
及び室内側の少なくとも一方に前記閉鎖静止空気層が設けられ、前記天井と前記床に設け
られた前記遮熱シートにも、前記閉鎖静止空気層が対面して設けられ、前記天井のうち屋
根裏に位置した天井に設けられた前記遮熱シートの室外側には断熱材が設けられ室内側に
は前記閉鎖静止空気層が設けられ、前記床のうち１階の床の前記遮熱シートの室外側には
断熱材が設けられ室内側には前記閉鎖静止空気層が設けられ、前記一つの空間が、前記遮
熱シートと前記閉鎖静止空気層により囲まれている建築物の局所断熱構造である。
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【手続補正２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１６
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００１６】
　前記床に設けられた前記遮熱シートは、前記遮熱シートから繋がって又はその端部から
別の遮熱シートの端部を重ね合わせて、前記外壁下地材に設けられた前記断熱材の室内側
に配置されているものである。前記室内壁の両側の壁面の裏側に、一対の前記遮熱シート
が設けられ、前記一対の遮熱シート間の空間が前記閉鎖静止空気層を形成しているもので
も良い。
【手続補正３】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　建築物の内部空間の一部を構成するほぼ六面体の一つの空間を囲む壁と天井と床の構成
材料に、輻射熱の伝搬を遮蔽する遮熱シートを設け、
　前記遮熱シートは、前記一つの空間に対面する前記構成材料の室内側に、前記一つの空
間の開口部を除く各側面全面を覆うように設けられ、
　前記遮熱シートと対面した前記一つの空間の前記各側面に、前記各側面毎に密閉された
閉鎖静止空気層が各々設けられ、
　前記壁は前記建築物の外側に位置した外壁下地材、及び前記建築物の室内壁であり、
　前記建築物の外壁と前記外壁下地材との間は胴縁を介して通気可能に形成され、
　前記外壁下地材にはほぼ一面に断熱材が設けられ、前記断熱材の室内側に前記遮熱シー
トが設けられ、この遮熱シートの室内側に室内の内壁板が位置し、前記断熱材の室内側で
あって、前記遮熱シートの室外側及び室内側の少なくとも一方に前記閉鎖静止空気層が設
けられ、
　前記室内壁の壁内にも前記遮熱シートが設けられ、前記室内壁の前記遮熱シートの室外
側及び室内側の少なくとも一方に前記閉鎖静止空気層が設けられ、
　前記天井と前記床に設けられた前記遮熱シートにも、前記閉鎖静止空気層が対面して設
けられ、前記天井のうち屋根裏に位置した天井に設けられた前記遮熱シートの室外側には
断熱材が設けられ室内側には前記閉鎖静止空気層が設けられ、前記床のうち１階の床の前
記遮熱シートの室外側には断熱材が設けられ室内側には前記閉鎖静止空気層が設けられ、
　前記一つの空間が、前記遮熱シートと前記閉鎖静止空気層により囲まれていることを特
徴とする建築物の局所断熱構造。
【請求項２】
　前記床に設けられた前記遮熱シートは、前記遮熱シートから繋がって又はその端部から
別の遮熱シートの端部を重ね合わせて、前記外壁下地材に設けられた前記断熱材の室内側
に配置されている請求項１記載の建築物の局所断熱構造。
【請求項３】
　前記室内壁の両側の壁面の裏側に、一対の前記遮熱シートが設けられ、前記一対の遮熱
シート間の空間が前記閉鎖静止空気層を形成している請求項１または２記載の建築物の局
所断熱構造。
【請求項４】
　前記室内壁の一部に形成された前記開口部に設けられた建具の内側に、前記遮熱シート
と前記閉鎖静止空気層が設けられている請求項３記載の建築物の局所断熱構造。
【請求項５】
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　前記遮熱シートの両面側に前記閉鎖静止空気層が設けられている請求項１記載の建築物
の局所断熱構造。
【請求項６】
　前記建築物の屋根の内側に前記遮熱シートが設けられている請求項１乃至４のいずれか
記載の建築物の局所断熱構造。
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